
労働時間について 
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つながる絆が大きなチカラ 

 日本郵政グループ労働組合     

連合山形寄付講座 

山形連絡協議会 伊藤  学 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
みなさん、こんにちは。只今、ご紹介を頂きました連合山形で副会長を仰せつかっています日本郵政グループ労働組合山形連絡協議会の伊藤です。よろしくお願い致します。



１ 組織紹介 
 
２ ワークルールの基礎知識 
 
３ 労働時間について 
 
４ 今日的な課題 
 

本日の内容 

はっぴーくん  
JP労組の広報キャラクター 

２ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本日の内容は、大きく４項目になっております。よろしくお願い致します。



１ 郵政民営化反対の共同行動 
 
２ 郵政民営化法案を一度否決する快挙 
 
３ 組織統合（ＪＰ労組結成）へ 

ＪＰ労組の誕生 
３ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　まずは、組織の紹介をさせていただきたいと思います。１９９７（平成９）年の橋本行革の論議で、一時は郵貯、簡保の民営化方針が出されましたが、全逓（のちにＪＰＵ）全郵政はそれぞれ、世論や政治対応をし、結果として公社化で決着するとともに、将来の「民営化等の見直しは行わない」と「中央省庁等改革基本法第３３条第１項第６号」に明記されました。　しかし、２００４（平成１６）年に当時の小泉首相は、自らの持論である郵政民営化を「改革の本丸」と位置づけ、民営化に取組みはじめました。　ＪＰＵと全郵政は「郵政事業に関する労組政策協議会」を立ち上げ、全国特定郵便局長会とも連携を図り、反対行動を展開しました。具体的には組合員意識の向上、世論対策、国会議員対策、マスコミ対策などで、国民に真実を訴える運動を展開しました。　郵政民営化法案は、衆議院では僅差で可決されたものの、２００５（平成１７）年８月８日の参議院本会議では否決することが出来ました。まさに、労働組合が時の政権が提出した法案を否決させた歴史的瞬間でした。　その後、小泉首相は、衆議院では可決したにも関わらず参議院で否決されたことを理由に、衆議院を解散する暴挙に出て、巧みな選挙戦術もあり、与党が大勝し、その後の民営化法案成立となりました。　郵政民営化・分社化が決定し、「真に組合員の幸せを追求する」ことを唯一の目的として、会社や社会に対する発言力を高めるべく、ＪＰＵと全郵政の組織を統合するため、組織統合協議会とその後の組織統合準備委員会で協議を重ね、２００７年１０月１日の民営化・新会社発足に合わせて、２００７（平成１９）年１０月２２日に、グランドプリンスホテル新高輪で、午前にそれぞれ解散大会を、午後に結成（統合）大会を開催して、組織統合をはかりました。結成当時の組合員数は、単一労組としては国内最大の２２万６００人の組合員でした。



 

ＪＰ労組は、国内最大の単一組織です 
 

 
 

日本郵政 
1,581人 

ゆうちょ 
9,991人 

日本郵便 
220,107人 

かんぽ
5,230人 

関連事業 
3,207人 

その他
314人 

組合員は２４０,４３０人（2015年10月現在） 

ＪＰ労組の加入率は 
正社員の全国平均で 
90％と、多くの社員が 
加入しています。 

JP労組は、全国にある 
457支部で構成されて

います。 

４ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ＪＰ労組は、一つの会社の労働組合としては国内最大の組織です。ＪＰ労組には、全国平均で約９０％以上のＪＰグループ正社員が加入しています。　数％の加入率しかない労働組合もある中、ＪＰ労組への加入率はとても高いのが特徴です。 　全国２４万人の仲間が、現在存在します。内訳としては・・・１０月現在240430人ＪＰ労組は、郵政関連企業で、働く全ての人のために、基本目標を掲げ、組合員の仕事と暮らしの両方をよりよいものにするために活動しています。基本目標は(１) 郵政関連企業すべてに働く者の雇用の安定と生活の向上を　　はかります。(２) 生産性運動の精神に立脚し、郵政関連企業の成長・発展に　　寄与します。(３) 労働者の社会的地位の向上をはかり、平和で公正な福祉社会　　の実現に貢献します。



労働組合の組織 
５ 

１．単組（単位労働組合）の役割 
   日本では、多くの組合が企業別に組織されています。 
 

２．産別（産業別組織）の役割 
   企業別労働組合は、職場に密着した企業内での活動には           
   大きな役割があります。 
 

３．ナショナルセンターの役割 
   産別や単組がさらに大きくまとまったのが「全国中央組織」 
   いわゆるナショナルセンターです。 
 

４．国際組織の役割 
   労働組合の国際組織として国際労働組合総連合があります。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
１．日本では、多くの組合が企業別に組織されています。また単組（単位労働組合）とも呼ばれています。　企業別組合は一つの会社に働く者だけで集まるのですから、まとまりやすく、意見交換や物事の伝達が早くでき、組合員の身近な活動も盛んになります。　労使協議や労使交渉によって労働協約の締結・改訂を行い、労働組合としての重要で基本的な機能を果たしています。２．企業別労働組合は、職場に密着した企業内での活動には大きな役割がありますが、同時に産業全体や社会全体の活動に関しては弱さがあります。企業内の労使関係だけで労働条件を改善するのは極めて難しいです。そこで、産業全体の問題や同じ産業に働く組合員の基本的な労働条件等に対応　するため、同じ産業や業種の単組が集まって「産別」（産業別組織）をつくります。３．産別や単組がさらに大きくまとまったのが「全国中央組織」いわゆるナショナルセンターです。これは産業や企業を超えて結集した組織で、労働条件の大筋の方向を打ち出して各産別間の調整や指導を行います。日本で最大のナショナルセンターとして「連合（日本労働組合総連合会）」があります。ナショナルセンターの使命・役割は大きく、活動は多岐に渡っています。４．労働組合の国際組織として国際労働組合総連合　（ＩＴＵＣ：Ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｔｒａｄｅ　Ｕｎｉｏｎ　Ｃｏｎｆｅｄｅｒａｔｉｏｎ）があります。　　また、ＵＮＩ（ユニオン・ネットワーク・インターナショナル）は、郵便・商業・金融・印刷・マスコミ等様々なサービス産業の労働組合が加盟している組織で、現在は、世界１４０ヵ国、９００組合、１５５０万人の組合員がいます。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
執行機関中央本部中央執行委員会で構成し、この組合の活動を指導統括し、団体交渉ならびに労働協約の締結に関する事項を処理します。中央執行委員会のもとに部局（書記局、総務財政局、企画局、組織局、労働政策局）を設置するとともに、付属機関としてＪＰ総合研究所を置いています。役員は現在、中央執行委員長、中央副執行委員長、書記長、書記次長、総務財政局長、中央執行委員、主席会計監査員及び会計監査員がいます。また、統合後の組織運営を意識し、組合内部における組織運営上の紛争及び苦情等を調整するため、組織調整委員会を設置（地方本部にも設置）しています。地方本部地方支社単位に設置（全国13地方）し、規約、全国大会あるいは中央委員会の決定及び中央執行委員会の指示に従い、支社等との交渉などで管内の具体的労働条件を決定するほか、連絡協議会（連協）や支部の活動を指導・総括します。役員は、地方執行委員長、地方副執行委員長、書記長、書記次長、地方執行委員及び会計監査がいます。支　部職場または地域を単位として設置し、地方本部の指導のもとに分会などの活動を指導します。役員は、支部長、副支部長、書記長、支部執行委員及び会計監査がいますが、必要に応じて書記次長をおくことができるとしています。



ワークルールの基礎知識 
７ 

１．労働三権  
   日本国憲法は、第２８条において「勤労者の団結する権利及び団体交渉その 
   他の団体行動をする権利は、これを保障する」と規定し、働くものの団結権・団 
   体交渉権・団体行動権を保障しています。 
 
   ◆団結権 
    働く者が一人でひとりで、雇用主と賃金その他労働条件について交渉しよう 
     としても弱い立場。働く者が団結して、労働組合を結成して、経営側と対等 
     の立場で交渉できるように保障した権利です。 
 
   ◆団体交渉権 
     労働組合と使用者が賃金・労働条件などに関して交渉する権利です。 
 
   ◆団体行動権 
     団結権・団体交渉権も効果的なものとなります。ストライキを行うときは、 
      組合員または代議員の直接無記名投票で、過半数の賛成を得てスト権を 
      確立しなければなりません。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　日本国憲法は、第２８条において「勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これを保障する」と規定し、働くものの団結権・団体交渉権・団体行動権を保障しています。　団結権とは、働く者が一人でひとりで、雇用主と賃金その他労働条件について交渉しようとしても弱い立場にあります。そこで働く者が団結して、労働組合を結成して、経営側と対等の立場で交渉できるように保障した権利であります。　団体交渉権については、労働組合と使用者が賃金・労働条件などに関して交渉する権利です。また、団体行動権は、ストライキなどの争議行為を行う権利のことです。この団体行動権があって、団結権・団体交渉権も効果的なものとなります。ストライキを行うときは、組合員または代議員の直接無記名投票で、過半数の賛成を得てスト権を確立しなければなりません。また、会社側に対しても事前にスト通告を行う必要もあります。ストライキの目的は、あくまでも雇用を守り、労働条件を維持・改善し、私たちの生活を向上させることにあります。



ワークルールの基礎知識  
８ 

２．労働三法 
  憲法第２７条と第２８条の規定を受けて制定されている労働法の中心的法律 
で、労働組合法、労働基準法及び労働関係調整法の三つの法律を指します。 
働く者の権利を守るために使用者を法に基づいて規律するための法律です。 
 
 ◆労働基準法 
労働基準法は、働く者の人間らしい生活の保障という見地から（第２５条、存在権）、
勤労条件について法律で定めることを宣言し（憲法２７条２項）労働基準法が生ま
れました 
 ◆労働組合法 
労働組合法の目的は、①労使対等の関係づくりを促進して労働者の地位を向上さ
せること、②労働組合を組織し、団結することを擁護すること、③団体交渉を通じて
労働協約を締結することを助成すること等―です。 
※「不当労働行為」とは 
 ◆労働関係調整法          
労働関係調整法については、労働関係の公正な調整をはかり、労働争議を予防し、
又は解決して、産業の平和を維持し、経済の興譲に寄与することを目的とした法律
です。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
憲法第２７条と第２８条の規定を受けて制定されている労働法の中心的法律で、労働組合法、労働基準法及び労働関係調整法の三つの法律を指します。働く者の権利を守るために使用者を法に基づいて規律するための法律です。　労働基準法は、働く者の人間らしい生活の保障という見地から（第２５条、存在権）、勤労条件について法律で定めることを宣言し（憲法２７条２項）労働基準法が生まれました。　基本原則は「労働条件は労働者と使用者が対等の立場で決定すること」「労働者の国籍、信条、社会的身分を理由に賃金労働条件を差別しないこと」「賃金について差別しないこと」などであり、労働条件の各分野にわたって基準が定められています。　労働基準法はあくまで最低基準を定めたものですから、職場の労働条件はこの法の規定を上回るように努力しなければなりません。たとえ労働契約、就業規則、労働協約で定められたものであっても、労働基準法の基準以下であれば、法違反となり、労働基準法に定められた基準に強制的に置き換わることになります。　労働組合法の目的は、①労使対等の関係づくりを促進して労働者の地位を向上させること、②労働組合を組織し、団結することを擁護すること、③団体交渉を通じて労働協約を締結することを助成すること等―です。　労働組合に自主性と民主性を求めている労働組合法は、資格要件を定めています。禁止条件（あってはならない条件）と必要条件（なくてはならない条件）とがあり、これらの条件を満たしていなければ団結権の保障をうけることできます。労働組合の正当な行為について民事上・刑事上の免責規定を設け、さらに使用者による不当行為の禁止、労働組合に対する救済手続き等が規定されています。※「不当労働行為」とは・・・・後程説明します。　労働関係法については、労働関係の公正な調整をはかり、労働争議を予防し、又は解決して、産業の平和を維持し、経済の興隆に寄与することを目的とした法律です。労働争議の調整は、自主的解決を原則としますが、当事者間の主張に不一致が生じた場合には、国が自主的調整を助成して争議行為を防止するため、労働委員会によるあっせん・調停・仲裁の手続きを定めています。労働委員会が労働争議の調停を行うといっても、原則としては、当事者の申請に基づいて行われるものであって、国が積極的に労働争議に介入することは行われていません。



ワークルールの基礎知識 
９ 

※不当労働行為とは 
   

ア 不利益取扱い（労働組合の組合員であること、組合に加入したり結成しよ 
  うとしたこと、労働組合の不当な行為をしたことを理由に解雇やその他の不 
  利益な取扱をすること） 
 
イ 団交拒否（正当な理由なく団体交渉を拒否すること） 
 
ウ 支配介入（労働組合の結成、運営に対し支配介入すること） 
 
エ 経費援助（労働組合の運営に要する費用を援助すること） 
 
オ 労働委員会への申し立てを理由に解雇その他の不利益取扱をすること 等 
 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ア　不利益取扱い（労働組合の組合員であること、組合に加入し　たり結成しようとしたこと、労働組合の不当な行為をしたことを理　由に解雇やその他の不利益な取扱をすること）イ　団交拒否（正当な理由なく団体交渉を拒否すること）ウ　支配介入（労働組合の結成、運営に対し支配介入すること）エ　経費援助（労働組合の運営に要する費用を援助すること）オ　労働委員会への申し立てを理由に解雇その他の不利益取扱　をすること等



ワークルールの基礎知識 
１０ 

３．労働基準法のポイント 
     ◆労働時間・休憩・休息 
     ◆賃金の基本ルール 
 

４．安全衛生・災害補償 
  労働災害とは、労働者が労働に関係した事故でケガや死亡、仕事が原因で病気
（職業病）になったりしたことを言います。労働災害が発生した時は、労基法による災
害補償または労働者災害補償保険法による災害補償によって保障されます。 
 

５．労働協約・就業規則 
  労働協約は、労使が団体交渉により合意し、その内容を文書化して労使の代表
者が署名又は記名押印したものを言います。（労基法第１４条） 
 
  就業規則は使用者に作成制定が義務付けられている（労基法第８９条）もので、

労働者の労働条件・待遇を中心に服務規律などが定められています。       



ワークルールの基礎知識 
１１ 

３．労働基準法のポイント 
     ◆労働時間・休憩・休息 
     ◆賃金の基本ルール 
 

４．安全衛生・災害補償 
  労働災害とは、労働者が労働に関係した事故でケガや死亡、仕事が原因で病気
（職業病）になったりしたことを言います。労働災害が発生した時は、労基法による災
害補償または労働者災害補償保険法による災害補償によって保障されます。 
 

５．労働協約・就業規則 
  労働協約は、労使が団体交渉により合意し、その内容を文書化して労使の代表
者が署名又は記名押印したものを言います。（労基法第１４条） 
 
  就業規則は使用者に作成制定が義務付けられている（労基法第８９条）もので、

労働者の労働条件・待遇を中心に服務規律などが定められています。       



労働時間について 
１２ 

◆労働時間とは 
  労働者が使用者に雇用されて労働する時間 
  （広辞苑より） 
 
  使用者（経営者）の指揮命令下において、自分や 
 家族のために働き（労働力を提供し）その対価として 
 賃金を得るために働く時間を「労働時間」という   

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは３．労働基準法のポイントにはいります。まず初めに「労働時間」に最低限必要な用語を説明いたします。労働時間を広辞苑で調べてみると、「労働者が使用者に雇用されて労働する時間」と記載されています。そして労働時間について深堀りすると１つは、「骨折り働くこと。体力を使用して働くこと」、２つめは、「人間がその生活に役立ように手・脚・頭などを働かせて自然資料を変換させる過程」と記載されてます。何かわかりずらいので、私なりにまとめると自分や家族の為に働き、その対価として賃金を得るために働く時間を「労働時間」と考えます。皆さんは、どのように労働時間ということを解釈されるか分かりませんが、こんなものかといった感じで解釈していただければと思います。



労働時間について 
１３ 

◆法定労働時間とは 
  労働基準法では、１週間４０時間 １日８時間を超えて働かせて 
  はいけないことになっています。この労働基準法で定められてい 
  る労働時間のことを法定労働時間と言います。 
 
◆所定労働時間とは 
  所定労働時間とは、会社で定めた労働時間の事で 
   （例） 始業時間 ９時  終業時間１７時 
       休憩時間１時間  完全週休二日制（土・日・休日）  

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
簡単に労働時間と言いますが、労働組合と会社側でよく論議する時間が「法定労働時間」と「所定労働時間」があります。法定労働時間とは、使用者は、原則として、１日に８時間、１週間に４０時間を超えて労働させてはいけないことになっています。また、労働時間が６時間を超える場合は４５分以上、８時間を超える場合は１時間以上の休憩を与えなければいけません。そして使用者は少なくとも毎週１日の休日か、４週間を通じて４日以上の休日を与えなくてはなりません。　所定労働時間とは、会社で定めた労働時間のこと。例えば始業時間９時、終業時間１７時、休憩時間１時間、これは７時間の勤務で完全週休２日制、土・日・祝日も休みます。この様に８時間以内で会社として労働時間を決めていけるのが所定労働時間ということになります。



労働時間について 
１４ 

◆時間外労働時間とは 
 ◎この時間外労働というのは、１日８時間又は１週４０時間の法定 
   労働時間を超えて労働させることを言います。 
 
 ◎労働基準法では、時間外労働を行わせたいときは３６協定を届  
   けた上で、時間外労働割増賃金を支払わないといけません。 
  

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　所定労働時間の他にも仕事をやりますよね。残業もあります。これは「時間外労働」もしくは「所定外労働時間」などと言われますが、一般的に残業時間と言われるものになります。　これは、１日８時間、または１週間で４０時間を超えた場合は割増率を１２５％、２５％の割増率の賃金を払わなくてはいけません。しかしこの時間外労働というのは、「３６協定」を出さないとやってはいけないことになっています。３６協定については後程説明します。　ここでのポイントとして、８時間の４０時間。残業を行うには、３６協定が必要ということを覚えてください。



労働時間について 
１５ 

◆休日労働とは 
 ◎労働基準法では、「週１日は休日を与えなさい」となっています。 
  この週１回の休日のことを法定休日と言います。 
   この法定休日に休日労働を行わせた場合には、時間給に換算 
  した金額の１３５％の休日労働割増賃金を支払わなければいけま 
  せん。 
   
 例えば：完全週休二日制（土・日・休日）の会社で、土曜日に出勤さ 
      せたとしても、日曜日に休日を与えていれば週１日の休日 
      を与えている（法定休日を確保している）ことになります。 
 
※労働基準法上、土曜日（法定外の休日）の労働については１００％ 
の賃金で構いません。 
ただし、１週４０時間を超えている場合は、法定労働時間を超えてい 
ますので１２５％の時間外労働割増賃金が必要となります。 
  

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に休日労働について申し上げます。労働基準法では、「週１日は休日を与えなさい」となっています。この週１回の休日のことを法定休日と言います。例えば：完全週休二日制で、土曜日に出勤させたとしても、先ほど言ったようにもし７時間であれば１週間で５時間の時間が８時間までいっていませんから、土曜日の出勤の前５時間については、そのまま１００％で休日出勤扱いになりません。それ以上勤務した時に４０時間を超えることになり１２５％の割増率で支払うことになります。結構ややこしくなります。すべて週休２日制なので土曜日に出勤したら所定労働時間によっては手当の割増率が付かないこともあるので、気を付けましょう。また、日曜日に休日を与えていれば、週１日の休日を与えている（法定休日を確保している）ことになります。この法定休日に休日労働を行わせた場合には、時間給に換算した金額の１３５％の休日労働割増賃金を支払わなければいけません。



労働時間について 
１６ 

◆フレックスタイム制とは 

 ◎就業規則等により制度を導入することを定めた上で、労使協定に 

  より一定期間（１ケ月以内）を平均し１週間当たりの労働時間が法 

  定の労働時間を超えない範囲において、その期間における総労働 

  時間を定めた場合に、その範囲内で始業・終業時刻・労働者がそ 

  れぞれ自主的に決定することが出来る制度です。 
 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次にフレックスタイム制という働き方があります。普通の日勤者で残業等々を抑制する等、ある程度、自分の自由時間もありながら仕事もちゃんとできるという勤務になります。これは出勤時間・退社時間すべて社員に委ねる。自分の意思にすべて時間単位を任せるという制度です。例えば、１ケ月を平均して４０時間以内に定めるということであれば、１日単位で１０時間仕事をやろうがどうしようがすべて自分で調整することになります。このフレックス勤務は、残業時間を制限するようなことは出来ないということです。私の日本郵政グループでも一部取り入れています。



労働時間について 
１７ 

◆３６協定とは 

 ◎労働者の過半数で組織する労働組合か労働者の過半数を代表 

  する者との労使協定において、時間外・休日労働について定め、行 

  政官公庁に届け出た場合には、法定の労働時間を超える時間外 

  労働、法定の休日における休日労働が認められます。この労使協 

  定を「時間外労働協定」と言います。 

  なお、時間外労働時間（３６協定）には限度が設けられています。 

 

  ※時間外労働協定は、労働基準法第３６条に定めがあることから、 

    一般に「３６（サブロク）協定」とも呼ばれています。 
 
 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に「３６協定」についてです。労働者の過半数で組織する労働組合か労働者の過半数を代表する者との労使協定において、時間外・休日労働について定め、行政官公庁に届け出た場合には、法定の労働時間を超える時間外労働、法定の休日における休日労働が認められます。この労使協定を「時間外労働協定」と言います。なお、時間外労働時間（３６協定）には限度が設けられています。※時間外労働協定は、労働基準法第３６条に定めがあることから、一般に「３６（サブロク）協定」とも呼ばれています。



労働時間について 
１８ 

◆３６協定 
 ◎１週４０時間・１日８時間（法定労働時間）を超えて働かせると、 
  労働基準法違反となって、６ヶ月以下の懲役又は３０万以下の 
  罰金が科せられます。 
 

 ◎そこで、３６協定を労働基準監督署に届け出ることにより、この 
  罰則が免除されます。本当は労働基準法違反だとしても３６協 
  定を届出されていれば労働基準法違反でなくなるわけです。 
 

 ◎労働基準法上は罰則が科せられることになりますが、３６協定 
  を届出ていないことが発覚しても、通常は労働基準監督署から  
  是正勧告が行われ、それに従って３６協定を届出れば罰則が科    
  せられることはありません。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
もう少し詳しく３６協定について申し上げます。１週４０時間・１日８時間（法定労働時間）を超えて働かせると、労働基準法違反となって、６ヶ月以下の懲役又は３０万円以下の罰金が科せられます。そこで、３６協定を労働基準監督署に届け出ることにより、この罰則が免除されます。本当は労働基準法違反だとしても３６協定を届出されていれば労働基準法違反でなくなるわけです。労働基準法上は罰則が科せられることになりますが、３６協定を届出ていないことが発覚しても、通常は労働基準監督署から是正勧告が行われ、それに従って３６協定を届出れば罰則が科せられることはありません。



労働時間について 
１９ 

◆３６協定できる限度時間 
◎３６協定では、１週４０時間・１日８時間を超えて働いてもらうことの
できる時間を協定する訳ですが、上限の時間が次のように定められて
います。これを限度時間と言います。 
 １週間 １５時間    ２週間 ２７時間   ４週間 ４３時間 
 １ケ月 ４５時間    ２ケ月 ８１時間   ３ケ月 １２０時間 
 １年  ３６０時間 
 

◎これらの限度時間は、法定労働時間（１週４０時間・１日８時間）を
超えて働かせることが出来る時間の事で、所定労働時間（会社で定
めた労働時間）を超えて働かせる時間ではありません。 
例えば、所定労働時間が１日７時間で週５日出勤とすると、１ケ月４５
時間で３６協定を届出た場合は、（所定労働時間を超える）残業時間
としては、４５時間＋アルファー（２０時間程度）までＯＫということです。 
※この規定は働き過ぎの防止、健康確保のためにできた条文で、法
定労働時間（１週４０時間・１日８時間）が基準として定められています。 
 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
３６協定の説明をしましたが、これには限度時間という上限が決まっています。例えば１ケ月で４５時間、１年で３６０時間、３カ月で１２０時間という上限が決められています。例えば、所定労働時間が１日７時間で５日出勤をしました。７×５＝３５時間、４０時間に５時間余っているので、３６協定として１ケ月４５時間の協定を締結したとすれば５時間も加算されます。２０日出勤すれば１日１時間、２０時間が加算することができるので、延べで６５時間まで残業が出来ることになります。



労働時間について 
２０ 

 
◆特別条項付きの３６協定 
 
【１】三六協定に定めた延長時間を超えて労働させるためには、次の 
  事項について協定して届けなければならない。 
 
（１）一定の期間の「特別延長時間」、「適用限度回数」 
 
（２）その延長を必要とする「特別の事情」 
   （臨時的繁忙における具体的理由） 
 
（３）当事者間において定める「特別延長手続き」、具体的には、特別 
   延長時間を利用するための協議・通知、同意、承認、届出等の 
   具体的概要 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
【１】三六協定に定めた延長時間を超えて労働させるためには、次の　　事項について協定して届けなければなりません。（１）一定の期間の「特別延長時間」、「適用限度回数」（２）その延長を必要とする「特別の事情」　　　（臨時的繁忙における具体的理由）（３）当事者間において定める「特別延長手続き」、具体的には、特　　　別延長時間を利用するための協議・通知、同意、承認、届出等の　　具体的概要



労働時間について 
２１ 

 ◆特別条項付きの３６協定 
 
【２】なお、２００４年４月１日から「労働基準法第３６条第１項の協定で 
  定める基準」についての告示が一部改正され、以下の点について 
  特段配意する必要があります。 
 
（１）「特別の事情」は、臨時的なものに限る 

臨時的なものとは、一時的又は突発的に時間外労働を行わせる  

必要があるものあり、全体として１年の半分を超えないと見込ま  

れるものであって、具体的な理由をあげず、単に「業務の都合上  

必要なとき」又は、「業務上やむを得ないとき」と定めたもの等に  

ついては、原則として「臨時的なもの」に該当しないと判断される。 
 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
【２】なお、２００４年４月１日から「労働基準法第３６条第１項の協定で　　定める基準」についての告示が一部改正され、以下の点について　　特段配意する必要があります。（１）「特別の事情」は、臨時的なものに限る臨時的なものとは、一時　　的又は突発的に時間外労働を行わせる必要があるものであり、全　　体として１年の半分を超えないと見込まれるものであって、具体的　　な理由をあげず、単に「業務の都合上必要なとき」又は、「業務上　　やむを得ないとき」と定めたもの等については、原則として「臨時　　的なもの」に該当しないと判断される。



労働時間について 
２２ 

 
◆特別条項付きの３６協定 
 
（２）前（１）の主旨から、特別条項付き協定には 

「１日を超え３か月以内の一定期間」の特別延長時間の協定が不可欠 

になり、特別条項付き協定の適用について、１年（三六協定そのもの 

には、１年の限度時間の協定が求められておりそれに対応する期間） 

の内、半分の期間（１ケ月の延長限度時間の定めなら６回以内）を超 

えない「一定期間について特別に延長できる回数（適用限度回数）」協 

定する必要がある。 
 
 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（２）前（１）の主旨から、特別条項付き協定には「１日を超え３か月以内の一定期間」の特別延長時間の協定が不可欠になり、特別条項付き協定の適用について、１年（三六協定そのものには、１年の限度時間の協定が求められておりそれに対応する期間）の内、半分の期間（１ケ月の延長限度時間の定めなら６回以内）を超えない「一定期間について特別に延長できる回数（適用限度回数）」協定する必要がある。



労働時間について 
２３ 

 ◆特別条項付きの３６協定 
（３）１日の延長時間は 

特別条項を適用する場合も、３６協定で定めた１日の延長時間が適用 

となる。また、１年の延長時間については、特別条項において１年の特 

別条項が締結されていない場合、３６協定で定めた１年の限度時間が 

適用となる。特別条項を適用して、３６協定の１年の限度時間を超えて 

時間外労働をする必要がある場合は、１年の特別延長時間を協定し 

なければならない。１年の特別延長時間を定めている場合（但し、一 

定の期間の特別延長時間×適用回数を超えることが必要）、特別延 

長時間の適用限度「回数」を超えた期間は、３６協定における一定期 

間の延長限度時間の適用を受ける。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（３）１日の延長時間は、特別条項を適用する場合も、３６協定で定めた１日の延長時間が適用となる。また、１年の延長時間については、特別条項において１年の特別条項が締結されていない場合、３６協定で定めた１年の限度時間が適用となる。特別条項を適用して、３６協定の１年の限度時間を超えて時間外労働をする必要がある場合は、１年の特別延長時間を協定しなければならない。１年の特別延長時間を定めている場合（但し、一定の期間の特別延長時間×適用回数を超えることが必要）、特別延長時間の適用限度「回数」を超えた期間は、３６協定における一定期間の延長限度時間の適用を受ける。



今日的な課題 
２４ 

１、働き方の２極化 

 

２、長期間労働による健康障害（メンタル）の深刻化 

 

３、サービス残業（不払い残業） 
 

 



ＪＰ労組組合員労働時間 ２５ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
現在の実際の労働時間について「適正だと思う」が５６％、中高年層ほど多くなる（長いと思う）現在の実際の労働時間については、「適正だと思う」が５５％を占める一方（長いと思う）（「非常に長いと思う」が１１．２％、「やや長いと思う」が２８．３％）も３９．５％みられる。　なお、（短いと思う）（「やや短いと思う」が３．２％、「非常に長いと思う」が０．５％）はわずかである。年齢別にみると、（長いと思う）は、男性の４０代後半以降層で５割前後、女性の３０代後半から４０代後半、５５歳以上層で４割前後と多くなっています。



ＪＰ労組組合員労働時間 ２６ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
昨年の１年間の年次有給休暇取得日数平均取得日数は１６．０日取得日数の少なさが目立つ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本郵便・旧郵便局渉外や輸送部門　２０１２年度の計画年休を含めた年次有給休暇の取得状況をみると、平均取得日数は１６．０日であるが、概ね完全取得といえる「２０日」が４０．１％を占める他「２１日以上」も１２．６％みられる。　ただし、「取らなかった」５．２％や「１～４日」８．２％などのように、年休の取得が少ない層も少なくない。性別で見ると平均取得日数が女性で１６．８日と、男性１５．９日を１日程度上回っている。また、平均取得日数を年齢別にみると、男性の場合、２４歳以下層１２．０日であるが、２０代後半以降の年齢層では１６日前後の取得日数となっている。一方、女性では、２０代後半から４０代後半層で１６～１８日、５０代前半層でほぼ２０日の取得日数となっており、男性の同年代を上回る取得水準となっている。



ＪＰ労組組合員労働時間 ２７ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
残業や休日出勤などの時間外労働をする理由残業や休日労働などの時間外労働をする理由をたずねると、「忙しくて仕事が終わらないから」が６４．０％で最も多く、次いで「人手が足りないから」が５１．９％で上位に並び、以下「繁忙期に対応した定員になっていないから」（２４．５％）、「緊急の事態や突発的な事由が発生し、その対応に追われたから」（２０．９％）、「定時外でないと出来ない仕事があるから」（１８．８％）、「定時内は顧客対応で、自分の仕事の処理が後回しになるから」（１５．６％）などが続いている。これらから、仕事の絶対量と要員体制の問題が、時間外労働を発生させる最大の要因となっていることがわかります。



ＪＰ要員確保に向けた取り組み 

要員が足りない 
今日も 

時間外労働 

仕事が 
終わらな

い 

２８ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
現在色々な企業で人手不足になっています。日本郵政グループにおいても、特に郵便事業において人手不足が大きな課題となっています。郵便事業の一部の職場においては、期間雇用社員の確保難により業務運行確保のために正社員の超過勤務（時間外労働）が著しく増加するなど看過できない状況が発生しています。ＪＰ労組としても、この間、中途採用の実施や雇用促進暫定手当の導入など、最大限の取り組みを行ってきましたが、現時点においても全てが解決に至る状況にはありません。２０１５年度は新規採用と正社員登用を合わせて１万人程度の正社員登用を行わせるなど、ＪＰ労組が目指す正社員比率の引き上げに向け、継続した取り組みを強化しているところであります。



最後に 

２９ 

労働条件でおかしいなと思った場合は連合へ 

連合山形なんでも相談ダイヤル 

①０１２０－１５４－０５２（行こうよ！ 連合に） 

 または ０２３－６２５－０５５５まで 

 連合サイト  

②http://www.jtuc-rengo.or.jp/ 

・ワーク・ルール・チェッカー（労働条件の診断） 

・イッポ前ナビ（就労・生活・自立支援） 

 などの情報が掲載されてます。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最後に、連合山形では労働条件などおかしいことがあれば、連合フリーダイヤル（０１２０－１５４－０５２）または、０２３－６２５－０５５５までご連絡してください。これから社会人となってからあるいはバイト先でお金が支払われないとか疑問に思ったら是非、ご相談していただければと思います。色んな企業があります。すべてが立派とは言えない状況であります。おかしいと思ったら我慢することなく意見を言うことも大切だということを申し上げ、本日の講義を終わらせていただきます。どうもありがとうございました。
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